





















































制度の考察はこれにとどまらず、1991 年から 2015 年の長期データを利用して実態を調査し検討
を加えている。セグメント情報に関する商用データベースを利用するだけではなく、未収録のデー























































































































5.3.2.1 改訂 IAS 第 14 号の適用後の変化
5.3.2.2 IFRS 第 8 号の適用後の変化
5.3.3 IASB による適用後レビュー（IASB 2013）
5.4 結語
補遺 5.1 マネジメント･アプローチの導入に伴うセグメント情報の変化に関する研究(1): 米国
補遺 5.2 マネジメント･アプローチの導入に伴うセグメント情報の変化に関する研究(2): IFRS 適
用国
第 2部 セグメント情報の有用性











補遺 6.1 セグメント情報の有用性に関する研究(1): 主にマネジメント･アプローチ導入前




7.2.1 検討課題 1: 企業分析の目的
7.2.2 検討課題 2: 会計情報の総合的利用・分析方法





7.4.1 検討課題 1: 企業分析の目的
7.4.2 検討課題 2: 連結会計情報の総合的利用・分析方法
7.4.2.1 連結財務諸表とセグメント情報
7.4.2.2 連結財務諸表と個別財務諸表

































9.4.1 全期間: H1 および H2











































































補 2.4 SEC のコメントレター分析
補 2.5 結語











第 1部「セグメント情報の会計制度」は第 2章から第 5 章で構成され、ここではセグメント情報
の会計制度は、どのように形成され、今日に至っているのか、どのような情報が開示されているか
という実態を明らかにする。












































































第 3部「セグメント情報をめぐる経営者の会計行動」は第 10 章から第 12 章および補章 2 で構成
され、ここではセグメント情報に対して経営者はどのような裁量行動をとっているのかについて会
計基準変更の効果を含め明らかにする。
















グメントが報告される程度が 2.1 倍ないしは 11%上昇したことが確認できる一方、プロプライエタ
リー･コストやエージェンシー・コストが大きい事業はセグメント別に公表されない傾向がマネジ
メント・アプローチ導入後もなお続いていることを示唆する証拠を提示する。
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